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1967年9月7日：ASEANの創設から1か月後、インドネシアとシンガ
ポールが外交関係を樹立します。1

1976年：リー・クアンユーが初めて中国を公式訪問します。2

1978年11月：鄧小平が、生涯で唯一となるシンガポール公式訪問を行
います。その1か月後、鄧小平は中国の改革開放政策を打ち出しま
す。3

1986年：オペレーショナル・ヘッドクォーターズ優遇措置により、
地域向けサービスに10％の軽減税率が適用されます。4

1992年：インドがルック・イースト政策を発表し、シンガポールが
東南アジアにおける同国の後ろ盾となります。鄧小平は南巡の際に
シンガポールを称賛します。5

1994年1月24日：シンガポールとインドが、現行の租税条約（二重課
税防止条約）に署名します。6
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1994年2月26日：二国間協定に基づき、蘇州工業園区が正式に発足し
ます。7

1994年12月17日：インドネシア・マレーシア・シンガポール成長の三
角地帯が、覚書によって正式なものとなります。8

2003年：経済開発庁が地域統括本部認定と国際統括本部認定を導入
します。9

2005年6月29日：インドとシンガポールが包括的経済協力協定に署名
します。インドにとってこの種の協定は初めてです。10

2007年11月18日：中国とシンガポールが天津エコシティに関する枠組
み協定に署名します。11

2009年1月1日：中国・シンガポール自由貿易協定が発効します。同
協定のさらなるアップグレード議定書は2024年12月31日に発効しま
す。12

2011年12月：追加購入者印紙税が導入されます。外国人に対する税率
は2023年4月27日に60％に達します。13

2013年2月8日：ICBCのシンガポール支店が人民元クリアリング銀行
となります。14

2016年7月～2017年3月：インドネシアの税務恩赦により、シンガポー
ルにある約560億米ドルの資産が申告されます。これは国別で最大の
割合です。15

2017年1月16日：GIFTシティのインド国際取引所が取引を開始しま
す。16

2017年2月27日：インド・シンガポール租税条約の第3議定書が発効
します。2017年4月1日以降に取得された株式のキャピタルゲインは、
源泉地国で課税されるようになります。17
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2018年：海底撈の創業者である張勇がシンガポールに移住します。11
月には中国とシンガポールが最初のFTAアップグレード議定書に署
名します。18

2020年4月27日：インドの国際金融サービスセンター庁がGIFTシティ
に設立されます。19

2021年4月29日：シンガポールのPayNowとタイのPromptPayが接続さ
れます。リアルタイム決済システム同士の接続としては世界初で
す。20

2022年1月25日：シンガポールとインドネシアが、犯罪人引渡し、防
衛協力およびビンタン上空の飛行情報区に関する協定に署名しま
す。これらの協定は2024年3月21日に同時に発効します。21

2023年2月21日：インドのUPIとシンガポールのPayNowの連携が始ま
ります。22

2023年4月1日：中国とシンガポールが、両国関係を「全方位・高品
質・未来志向のパートナーシップ」（“All Round High Quality Future
Oriented Partnership”）に格上げします。23

2023年7月3日：SGX Nifty契約がGIFTシティに完全に移管され、GIFT
Niftyに名称を改めます。24

2023年11月17日：シンガポールとマレーシアの間でPayNowとDuitNow
の連携が始まります。25

2025年1月7日：第11回首脳リトリートにおいて、シンガポールとマ
レーシアがジョホール・シンガポール経済特区に関する協定を交換
します。26

2025年9月：ローレンス・ウォン首相がインドを訪問し、両政府は包
括的戦略パートナーシップのロードマップを採択します。27

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

• 

jp.SingaporeIQ.com

© 2026 Dr Alexander Ressos. General information only, not legal, tax or investment advice. No client relationship is created. All
Singapore law advice is provided by a duly licensed and regulated firm of Singapore advocates and solicitors only on the basis of an
express written letter of engagement. More information at SingaporeIQ.com and ressos.com.sg.

https://singaporeiq.com
https://www.ressos.com.sg


2025–26会計年度：インドは588.4億米ドルの株式による外国直接投資
を受け入れ、そのうち198億米ドルがシンガポールからのものです。
28

2026年10月：ジョホールバル・シンガポール間のRTS Linkの開業が
2027年2月に延期されます。29
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